
（新）アジアの低炭素社会実現のためのＪＣＭ大規模形成支援事業 

１，１０２百万円（０百万円） 

地球環境局国際連携課国際協力室 

１．事業の必要性・概要 

○ 日本は、産業革命以前と比べ世界平均気温の上昇を２℃以内にとどめるために

温室効果ガス排出量を大幅に削減する必要があることを認識し、2050 年までに世

界全体の温室効果ガスの排出量を少なくとも半減するとの目標をすべての国と共

有するよう努めるとともに、長期的な目標として 2050 年までに 80％の温室効果ガ

スの排出削減を目指すこととしている（平成 24 年 4月 27日閣議決定の環境基本

計画より）。 

○ 2050 年に温室効果ガス（GHG）排出を世界で半減させるためには経済成長が著し

いアジアの国々において、温室効果ガス排出削減プロジェクトを大規模に発掘・

形成し、アジアにおける持続可能な低炭素社会の構築に向けた動きを加速させる

ことが必要となっている。 

○ 海外における我が国のエネルギー起源 CO2排出削減への貢献を適切に評価する

新たなメカニズム（JCM：Joint Crediting Mechanism）の構築に向けた実現可能

性調査(F/S)等を踏まえ、案件発掘形成力を有するアジア開発銀行等と協調しなが

ら、日本の研究機関・地方公共団体・民間企業とともに日本の技術や制度を現地

の実情に応じて調整し、運営・維持管理体制を確立することで都市や地域などの

面的かつパッケージでの大規模実施案件形成するための実証事業（委託事業）等

を実施し、JCM の円滑な本格実施につなげる。 

 

２．事業計画（業務内容） 

○ 以下の業務を実施し、それらから得られる成果や知見を後年度の大規模案件形

成に活用する。 

 

（１）大規模案件形成委託事業 

JCMの構築に向けた実現可能性調査(F/S)等を踏まえ、案件発掘形成力を有する

アジア開発銀行等と協調しながら、日本の研究機関・地方公共団体・民間企業とと

もに日本の技術や制度を現地の実情に応じて調整し、運営・維持管理体制を確立す

ることで都市や地域などの面的かつパッケージでの大規模実施案件形成をするた

めの実証事業の実施に対する支援（委託事業：2 件程度）を行う。 

 

（２）アジア各国の特徴を踏まえた大規模案件形成可能性調査 

  各国の特徴を踏まえつつ、日本の技術や制度を現地の実情に応じて調整し、運

営・維持管理体制を確立することで、都市や地域などの面的な形での大規模案件

形成がいつまでにどの程度可能となるかを調査・検証する。また、国内のステー

クホルダーを参集し、調査結果をアジア諸国の国別・分野別情報に整理した上で、



我が国のノウハウとして関係者間での蓄積・共有を図る。 

 

３．施策の効果 

  アジアの途上国において、GHG排出削減プロジェクトを大規模に発掘・形成する

ことで、世界で最大の温室効果ガス排出が見込まれるアジアの低炭素社会の構築

を日本の貢献により加速することが可能となる。 

 



・JCMの構築に向けた実現可能性調査(F/S)等を踏まえ、案件発掘形成力を有するアジア開発銀行等と協調しながら、

日本の研究機関・地方公共団体・民間企業とともに日本の技術や制度を現地の実情に応じて調整し、運営・維持管
理体制を確立することで都市や地域などの面的かつパッケージでの大規模実施案件形成するための実証事業を実
施 

・実証事業や各国における調査内容を検証し、アジア諸国の国別・分野別情報に整理した上で、関係者間のノウハウ
として共有 

平成25年度 アジアの低炭素社会実現のためのJCM大規模形成支援事業 
（1,102百万円） 

2050年にGHG排出を世界で半減させるためには経済成長が著しいアジアの途上国において、GHG排出削減プロジェ
クトを大規模に発掘・形成し、低炭素社会の構築を加速させることが必要 

平成26年度 プロジェクトの本格始動 

ステークホルダーミーティング（日本） 
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【JCM】 
・実証事業の検証 
 途上国の喫緊の課題となっている公害問題や 
 廃棄物問題等を解決しつつエネルギー起源 
 CO2排出削減につながる実証事業を実施し、 
 実証国や地域で展開が見込まれる案件の規 
 模を検証 

・大規模形成の検証 
 日本の技術、法制度等を途上国に応じて柔軟 
 に修正し、組み合わせて適用した場合に形成 
 が見込まれる案件数等を調査・検証 

委託 

委託先 

国内外の事業者 

再委託 

【政府】 【自治体】 【研究機関】 
【 JICA等の支援機関】 【産業界・企業・NGO】 


